
B 鯵ヶ沢漁業用海岸局

事業目的

試験船、取締船、一般漁船との聞に漁業指導監督通信を効率的に行ない、常に動静を把握し、漁場

の適正管理と誘導及ひ、海難防止に努め、併せて漁家経営の安定と福祉の向上に資する。

E 事業内容

1.実施期間昭和48年4月~至昭和 49年 3月

2. 交信海域

青森県沖合、日本海全域、北海道近海、南部千島、樺太西部、沿海州、朝鮮北部、北部太平洋海

域

3. 担当者

局長 長 谷 繁 蔵

主任 竹 森 武

技師 工 藤 衛

技師 大 友 守

4. 取扱通信種別

(1) 漁業指導監督通信

A 日本海サケ、マス漁場位置報告通信

B 試験船、取締船との指揮監督通信

C 漁海況収集速報通信

D 調査試験船との観測に関する通信

包) 遭難、緊急、安全通信

(3) 保安、要急通信

(4) 航路警報通信

(5) 漁業気象通信

(6) 漁業通信

5. 通信方式

(1) 無線電話(SSB方式)による送受信

(2) 気象、漁海況のファックス受信

。)遭難Al 2 0 91KHZの専用受信(無休)
6. 勤務形態

2 4時関連続宿日直勤務
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盟事業結果

第 1表 漁種、施設別隻数
S . I 9. :~. 3 1現在

よ主建ZL併電信電話設船 電 話 船 メ口ミゐ 計 前年度計 前年度比

3 隻 5 隻 8 隻 8 隻
% 

官 庁 船 1 0 0 

沖合底曳 。 1 1 1 1 1 1 1 0 0 

イ カ 専業 。 I 5 ，1 5 I 6 9 7 

イカ、マス兼業 。 5 7 5 7 5 ~ 109 

i口h 計 3 1 1 8 1 2 1 1 1 i 1 0 3 

第 2表 地域、トン数別隻数
S . I 9.3.3 1現在

、数¥;¥ 

F民~ 沢 深 鯵 市 下 平 青 八 lロミー

庁 ケ

船 辺 浦 沢 浦 前 1白 厩 館 森 戸 計

トン
10 以下 。。 。 o 9 H 。 。 。 25 

トン
10 ~ 20 2 9 。12 3 。 。 。。 28 

トン
20 -50 5 :; 9 H 。 50 

トン
50 ~ 100 。 o 。 .) 7 I 。 。 16 I 

トン
100以上 2 。。 。 o 。。 。 。 。 2 

Zロ込 五十 8 3 ‘5 
.)・2 ら :H 38 2 .) 121 

前年度計 8 ‘〉 21 6 28 11 1 “ ‘〉

前年度比 100 150 1~5 円I.o ~:~. 3 12U 92.6 200 100 100 100 

2~6 



第 3表 船舶局の空中線電力別隻数
S . 4 9. 3. 3 1現在

晶子出力
Al併 設

5 ワッ ト 1 0 ワット 30 ワ y 卜 50 ワット
50ワッ卜¥、、

11 ムー・
庁 船 。 3 。 2 3 

民 間 船 つ 7 3 2 3 6 。
よ仁h3 計 2 7 6 2 3 8 3 

前年度計 2 7 4 2 3 6 3 

前年度比 100% 1 0 2 % 100 各 1 0 5 % 1 0 0 % 

第 t表 船舶局の特殊設備
S③-1 9.3.3 1現在

セルコルフイ

6 

第 5表 船舶局の無線従事者選任員数

話子--乏芝 電 信 級 電 言主 級 特 技 甲 Z口L 計

昭和-1 8. 3. 3 1 
40 77 

4 4 0 7 7 1 2 1 

昭和 4 9. 3. 3 1 4 3 7 7 6 1 1 7 

前 年 度 比 1 0 0 % 92.5 % 9 8. 7 % 9 6. 6 % 

第 6表 船舶局の無線従事者選解任件数

~選解任 選 千子 解 任

昭和 48. 3. 3 1 
3 0 8 

3 0 8 

昭和-1 9目 3.3 1 4 3 9 

前 年 度 比 1 ，13 % 1 1 2.5 係

円

tワ】



第 7表取扱通信実績

判指導監督 気 象 漁 業 事 故 オ トアラム 保 安 相手局数 通信時間

件 時 {牛 件 件 件 局 時
4 2，851 22.30 1，892 つ 12 ヨ，ヨ10 450 

5 1，45ti 23. 15 5，011 。 1~ 6， 999 4(j5 

6 2， 499 22. :Hl 3， :101 10 1， 1 R2 465 

7 1， 495 2:，. 15 3，751 () 。 13 3， 820 465 

8 1， 560 23. 15 4， 511 ‘4 ム， 4， 747 465 

9 1， 277 22. :，0 3，816 。 。 3， 935 450 

10 1， lti4 23. 15 -、 o 【I，-'j冶5 つ 1.1 2. 869 465 

11 R:ll 22. :，0 2， () 17 3 12 1. 9:>2 450 

12 7:>4 23 15 1，794 l 19 1， 228 465 

1 476 23. 15 958 ワ 。 13 825 465 

つ 399 21. 00 512 o 14 425 120 

3 5:，5 三五 15 835 2 。 9 752 473. 57 

l口h 計 18， 277 27:>. 45 :11， }¥j9 12 13 168 35， 024 5， 498. 57 

前年度計 17， 195 280. 05 25.0'11 21 19 258 27， 690 5， 692. 30 

q品

前年度比 106 97. 0 124.6 57. 1 68. -1 65. 1 126.4 96.5 

。。つ
ム



W 講習、業務指導、技術指導

1. 時技無線技土養成講習会

・無線電話甲

期間自昭和48年 12月 13日~至昭和 4S:a.12月22日
会場岩崎中央公民館

合格者 4 4名合格率 10 0係

・レタ

期間自昭和48年 12月23日~至昭和 4S年 12月27日

会場岩崎中央公民館

合格者 3 5名合格率 100係

2. 業務指導

3回延 12 0名

3. 技術指導

6 5回

4 広報の発行

規格B5版千頁 2回延 500部

V 事業の成果および今後の課題

l 事業の成果

(1) 無線従事者の養成にょうて、通信士の需給が緩和され、無資格運用の防止と適正な通信を確保

することが出来た。

(2) 気象、漁況の定時放送は海難を末然、に防止すると共に漁業の生産性を高めた。

(:1 )業務指導と広報の発行は漁業無線の運用能率を高め、効率的に電波行政を進めることが出来た心

(4) 適切な技術指導によって通信士の技術を向上し、無線機器の管理に成果があった。

2 今後の課題

(1) 遠距離船との通信を円滑に確保するため、短波電話8H帯の増設が急務であるc

(2) 宿日直の廃止に関連して、勤務形態を交替制勤務に移行し、 1名増員することが望ましし、C

(:1 ) 夜間における通信中の電話対策として、留守番電話新設の必要性に迫まられている。

(4) 局舎、無線機器がそれぞれ老朽化してきたので、改築または更新することが望まれる。

(5) 年々都市公害による電波障害が発生してきているので、これの対策を樹てる必要がある。

(6) 将来共無線従事者の不足が見込まれるので、これが養成指導を必要とする。
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